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研究成果の概要（和文）：多国籍企業が進出した国では，その国の市場規模が大きいほど，部品

輸送にかかる費用が小さいほど，そして直接投資額が大きいほど本国からの部品輸入が増大す

る。この含意を日本の最終財貿易と直接投資とのデータに当てはめて分析した。因果関係を明

確にするために、二段階最小自乗法と一階の階差モデルを用い、さまざまな条件をコントロー

ルした後であっても、「日本からの直接投資の増大はその進出国からの日本への逆輸入を増加さ

せる」という関係を確認した

研究成果の概要（英文）：Using the dataset of parts and components trade and Japanese FDI,
we investigate the influence of FDI by Japanese firms on parts and components exports.
Controlling endogeneity problems in estimation, we find that the positive effect of FDI on
parts and components exports from Japan to the host countries. We also find that the
demand of the Japanese market is important factor to determine the FDI and hence the
volume of parts and components trade between Japan and the host countries. These
findings imply that vertical production structure based on the factor endowments of the
host countries has been developed by FDI-induced production networks.
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１．研究開始当初の背景
1980 年から 2005 年の 25 年間にアジア諸国
の部品貿易は 32 倍になり，世界平均の 10 倍
を大きく超えている。同期間の世界の部品貿
易の成長率の実に 42％がアジア諸国の部品
貿易の増大によって説明される。
アジア地域における部品貿易の増大の要因

は先述した貿易の増大の 3 要因に加え，貿易
財の高度化（部品数の増加）や企業内・企業
間貿易の増大，そして自由貿易協定，特に
ASEAN 自由貿易協定（AFTA）の影響が考
えられる。

しかし貿易政策と部品貿易の関係を直接
分析した研究は先進国，発展途上国を問わず
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今のところほとんど存在しない。このメカニ
ズムの解明は今後，日本を含めたアジア諸国
の自由貿易協定をはじめとする貿易政策へ
の重要な指針となる。

２．研究の目的
本研究の目的は，東･東南アジア諸国（以下
アジア諸国）の近年の部品（ Parts &
Components）貿易の増大の要因を特定し，
部品貿易の増大ないしその要因がアジア諸
国の経済に与える影響を詳細な産業レベル
のデータを用いて分析することである。急増
する部品貿易のメカニズムを解明すること
によって，自由貿易協定をはじめとする貿易
政策への重要なインプリケーションを導く
ことができる。

３．研究の方法
直接投資と美品貿易の理論的考察を行い、日
本の直接投資の相手国との部品別輸出入額
のデータとアジア諸国への直接投資のデー
タを組み合わせ、直接投資の部品貿易に与え
る影響を実証的に分析した。

４．研究成果
平成 20，21 年度には既存研究のサーベイ，
アジア諸国の部品貿易についてのデータ収
集，およびデータの初期分析を行った。研究
の第 1段階として東・東南アジア諸国は部品
貿易の構造において北米や EU の地域と異な
るかどうかをテストした結果、貿易額で見て
も全貿易に占めるシェアでみても東・東南ア
ジア諸国は他の地域以上に多くの部品貿易
を行っていることが統計的に確認できた。さ
らに各国の直接投資データを使用し、東・東
南アジア諸国では直接投資が大きな役割を
担っていることを統計的に確認した
次に平成 22、23 年度には東・東南アジア

の部品貿易増大の要因はこれら諸国が海外
から受け入れた多国籍企業の輸出行動にあ
る，という仮説のもと，理論モデルを構築し
実証研究によってそのモデルの有効性を検
証した。理論モデルは世界を自国とその他の
国の 2地域からなり、自国では上流と下流の
n 企業から構成される。部品は自国（日本）
でしか生産されず、日本の n 企業は海外に最
終財を輸出するか部品工場を海外に設立す
るかの選択ができる。この理論モデルを用い，
川上企業と川下企業が垂直的に統合された
場合に，部品貿易の流れが部品生産国から最
終財生産国に向かうための条件を明らかに
した。その条件とは，多国籍企業が進出した
国では，その国の市場規模が大きいほど，部
品輸送にかかる費用が小さいほど，そして直
接投資額が大きいほど本国からの部品輸入
が増大する，というものである。
次にこのモデルの含意を日本の最終財貿

易と直接投資との因果関係を計量的に分析
した。その結果、因果関係を明確にするため
に、二段階最小自乗法と一階の階差モデルを
用い、さまざまな条件をコントロールした後
であっても、「日本からの直接投資の増大は
その進出国からの日本への逆輸入を増加さ
せる」という関係を確認した。
この結果は海外や国内での学会やワーク

ショップで発表している。
主要な実証結果を 5 ページに記す。
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Table 3: Determinants of FDI (First-Stage Estimation)

hfthtftthft TELGDPFDI   lnlnln 21

Cluster-robust standard errors are in parentheses. Sample covers 1985-2005.

Coefficients for year dummy are not reported. ***, **, and * denote significance at 1%,

5%, and 10% respectively.

Table 4: Effects of FDI on Parts and Components Export (2SLS)

  hft
est
hftthft FDIPC   lnln 1

IV variables are log of first-differences in GDPft, Telft, and time-variant intercepts.

Coefficients for year dummy are not reported. ***, **, and * denote significance at 1%,

5%, and 10% respectively.

5

(1) (2) (3) (4) (5)

VARIABLES Whole Sample Gen. Mach. Elec. Mach. Trans. Mach Precision

△ln(GDP f ) 0.5375*** 0.5623*** 0.3576*** 0.7662*** 0.5196**

(0.1045) (0.1287) (0.1212) (0.2349) (0.2179)
△ln(Tel ) 0.3376** 0.6577** 0.3237* 0.2158 0.0535

(0.1343) (0.2674) (0.1592) (0.3208) (0.3630)

Observations 1412 385 369 396 262
R -squared 0.286 0.351 0.363 0.366 0.224
Adjusted R -squared 0.276 0.314 0.325 0.330 0.156
F -value 19.22 45.73 41.91 26.88 e(F)

(1) (2) (3) (4) (5)

VARIABLES Whole Sample Gen. Mach. Elec. Mach. Trans. Mach Precision

△ln(FDI ) 0.5202*** 0.5273*** 0.7711*** 0.3555*** 0.3717***

(0.0443) (0.0699) (0.1122) (0.0626) (0.1082)

Observations 1412 385 369 396 262
Number of host countries 24 23 23 24 20
R-sq: within 0.251 0.423 0.313 0.105 0.313
R-sq: between 0.979 0.991 0.995 0.982 0.990
R-sq: overall 0.394 0.563 0.626 0.235 0.472
sigma_u 1.399 0.719 0.701 1.157 0.836
sigma_e 0.395 0.343 0.420 0.425 0.344
rho 0.926 0.815 0.736 0.881 0.855


